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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　床面上に立設され、互いに対向する少なくとも一対の壁体を備えた下部構造と、
　前記下部構造上に設けられた上部構造と、を備え、
　前記上部構造は、
　互いに対向する前記一対の前記壁体のうちの一方の前記壁体上から上方に向かって延出
するとともに他方の前記壁体側に向けて延出する第一のパネル部と、
　他方の前記壁体上から上方に向かって延出するとともに前記第一のパネル部側に向けて
延出し、前記第一のパネル部の先端部に対し、前記壁体どうしの対向方向に沿って間隔を
あけて先端部が配置された第二のパネル部と、
　前記第一のパネル部の先端部と前記第二のパネル部の先端部とを連結する連結部材と、
を備え、
　前記第一のパネル部および前記第二のパネル部は、それぞれ、
　パネル状の基材と、
　前記基材の側端面の少なくとも一部に沿って設けられ、前記基材の内方に向けて凹んだ
溝と、を備えていることを特徴とする間仕切り装置。
【請求項２】
　前記連結部材が、前記溝内に固定された接続部材を介して、前記基材に連結されている
ことを特徴とする請求項１に記載の間仕切り装置。
【請求項３】
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　前記溝が、前記第一のパネル部および前記第二のパネル部の先端面に沿って設けられ、
　前記溝に、オプション部材が取付可能とされていることを特徴とする請求項１または２
に記載の間仕切り装置。
【請求項４】
　前記基材の少なくとも一面側を覆い、外周端部が前記基材の外周縁部で前記溝の内側に
巻き込まれた表皮材をさらに備えていることを特徴とする請求項１から３のいずれか一項
に記載の間仕切り装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、間仕切り装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　オフィスや公共施設、商業施設等の空間においては、施設内に形成された大空間の一部
を小空間に区画することによって、空間利用における自由度を高めることが求められてい
る。そこで、例えば特許文献１に示すように、空間内に、間仕切り装置（パーティション
）を設けることが広く行われている。間仕切り装置を設けることにより周囲からの視線や
音をある程度遮ることができる。この間仕切り装置により空間の一部を仕切り、各執務者
の固有スペースを設けたり、打合わせ等のためのスペースを設けることができる。
【０００３】
　また、特許文献２に記載の間仕切り装置は、床面上にパネルを立設することによって、
区画空間を形成するとともに、互いに対向するパネル上に、上方を閉塞する閉塞部材を設
けた構成が開示されている。この構成においては、区画空間の上方を塞ぐことによって、
空間の独立性をさらに高めている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第４７５０２６４号公報
【特許文献２】特開２００３－３１３９７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献２に記載のような間仕切り装置を室内に設けた場合、室内天井
に設けられた既存の照明からの光が、空間の上方を閉塞する閉塞部材によって遮られてし
まい、間仕切り装置内の照度が不足することがある。
　また、室内天井に設けられた空気調和装置から吹きだされる風も、閉塞部材によって遮
られてしまい、間仕切り装置内の空気調和が効率的に行えないという問題もある。
　そこでなされた本発明の目的は、空間の独立性を高めつつ、照度不足を防ぎ、空気調和
を効率的に行うことのできる間仕切り装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　床面上に立設され、互いに対向する少なくとも一対の壁体を備えた下部構造と、前記下
部構造上に設けられた上部構造と、を備え、前記上部構造は、互いに対向する前記一対の
前記壁体のうちの一方の前記壁体上から上方に向かって延出するとともに他方の前記壁体
側に向けて延出する第一のパネル部と、他方の前記壁体上から上方に向かって延出すると
ともに前記第一のパネル部側に向けて延出し、前記第一のパネル部の先端部に対し、前記
壁体どうしの対向方向に沿って間隔をあけて先端部が配置された第二のパネル部と、前記
第一のパネル部の先端部と前記第二のパネル部の先端部とを連結する連結部材と、を備え
、前記第一のパネル部および前記第二のパネル部は、それぞれ、パネル状の基材と、前記
基材の側端面の少なくとも一部に沿って設けられ、前記基材の内方に向けて凹んだ溝と、
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を備えているようにしてもよい。
　このような間仕切り装置は、一方の側の第一のパネル部の先端部と他方の側の第二のパ
ネル部の先端部とが、互いに対向する壁体どうしを結ぶ対向方向に沿って間隔をあけて設
けられている。これにより、下部構造の上方に設けられた上部構造において、第一のパネ
ル部と第二のパネル部との間に空隙が形成される。
　これにより、空間の独立性を高めつつ、開放感を確保することができる。そして、この
空隙を通して光や風が透過する。
　また、第一のパネル部の先端部と第二のパネル部の先端部は、連結部材により連結され
ているので、第一のパネル部と第二のパネル部とを一体化し、上部構造の強度を確保する
ことができる。
　また、この溝に、連結部材やオプション部材を取り付けることができる。
【００１０】
　前記連結部材が、前記溝に固定された接続部材を介して、前記基材に連結されているよ
うにしてもよい。
　これにより、接続部材の少なくとも一部が溝内に収容され、連結部材の接続部分が外部
に露出するのを最小限に抑えることができる。
【００１１】
　また、前記溝が、前記第一のパネル部および前記第二のパネル部の先端面に沿って設け
られ、前記溝に、オプション部材が取付可能とされているようにしてもよい。
　これにより、第一のパネル部、第二のパネル部の先端面に、様々なオプション部材を取
り付けることができる。
【００１２】
　さらに、前記基材の少なくとも一面側を覆い、外周端部が前記基材の外周縁部で前記溝
の内側に巻き込まれた表皮材をさらに備えているようにしてもよい。
　これにより、表皮材が、第一のパネル部、第二のパネル部の外周部において、基材の外
周縁部を回り込んで溝の内側に巻き込まれているため、第一のパネル部、第二のパネル部
の外周部は、基材が露出することなく、表皮材で覆われることになる。これにより、間仕
切り装置の外観が、柔軟な印象となる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、空間の独立性を高めつつ、照度不足を防ぎ、空気調和を効率的に行う
ことが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本実施形態における間仕切り装置の構成を示す斜視図である。
【図２】本実施形態におけるパネル体の構成を示す斜視展開図である。
【図３】パネル体の板厚方向中間部における半断面図である。
【図４】パネル体の端部を示す上面図である。
【図５】パネル体の直線部の構造を示す断面図である。
【図６】パネル体のコーナー部の構造を示す断面図である。
【図７】パネル基材の表面に沿って設けられたクッション材を示す断面図であり、（ａ）
は表皮材を非装着の状態におけるクッション材の断面図、（ｂ）は表皮材を装着した状態
におけるクッション材の断面図である。
【図８】パネル体の下部の角部に設けられた支持脚、およびパネル体どうしの下部におけ
る連結構造の一例を示す斜視図である。
【図９】パネル体どうしの下部における連結構造を示す断面図である。
【図１０】パネル体どうしの上部における連結構造の一例を示す斜視図である。
【図１１】下部構造のパネル体と、上部構造のパネル体とを、上下方向に連結する構造を
示す立断面図である。
【図１２】間仕切り装置の下部構造と上部構造の連結部、および上部構造を構成するパネ
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ル体と連結部材との連結部を示す断面図である。
【図１３】下部構造と上部構造の連結部の拡大断面図である。
【図１４】パネル体と連結部材との連結部を示す側断面図である。
【図１５】図１４の平面図である。
【図１６】図１４のＸ－Ｘ矢視断面図である。
【図１７】連結部材のパネル体への連結部における部品構成を示す斜視展開図である。
【図１８】下部構造のパネル体と、上部構造のパネル体との連結部分に照明装置を取り付
けた例を示す斜視図である。
【図１９】下部構造のパネル体と、上部構造のパネル体との連結部分における照明装置の
取付構造を示す断面図である。
【図２０】図１９の要部拡大断面図である。
【図２１】下部構造のパネル体と、上部構造のパネル体との連結部分における照明装置の
配線構造を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、添付図面を参照して、本発明による間仕切り装置を実施するための形態を説明す
る。しかし、本発明はこの実施形態のみに限定されるものではない。
【００２０】
　図１は、本実施形態における間仕切り装置１を示す斜視図である。
（間仕切り装置）
　図１に示すように、間仕切り装置１は、床面上に立設された下部構造２と、下部構造２
上に設けられた上部構造３と、を備えている。
【００２１】
（下部構造）
　下部構造２は、床面上に立設され、間仕切り装置１内に形成される空間Ｓを囲む少なく
とも一対の壁体４を備えている。本実施形態においては、下部構造２は、平面視略矩形状
で、その三方の辺Ｐ１，Ｐ２，Ｐ３を囲むよう、壁体４が設けられている。そして、下部
構造２は、残る一辺Ｐ４に向けて開口した開口部５を有し、この開口部５から空間Ｓ内へ
の出入りができるようになっている。この開口部５は、下部構造２の一辺Ｐ４において幅
方向の中間部に形成されており、その両側には壁体４が形成されている。
　平面視略矩形状の下部構造２は、その四隅が湾曲形状をなしている。
【００２２】
　壁体４は、床面上に複数枚のパネル体１１を立設して互いに連結させることによって構
成されている。具体的には、辺Ｐ１，Ｐ２，Ｐ３の中央部には、それぞれ平板状のパネル
体１１Ｐが配置され、辺Ｐ１と辺Ｐ２の角部、辺Ｐ２と辺Ｐ３の角部、辺Ｐ３と辺Ｐ４の
角部には、それぞれ平面視Ｌ字状に湾曲した湾曲形状のパネル体１１Ｒが配置されている
。開口部５の両側に設けられた壁体４は、辺Ｐ１と辺Ｐ４、辺Ｐ３と辺Ｐ４の交差部に配
置された湾曲形状のパネル体１１Ｒの一部によって形成されている。
【００２３】
（上部構造）
　上部構造３は、下部構造２において、互いに対向する二辺Ｐ１，Ｐ３の壁体４，４の上
端部間に架け渡されている。上部構造３は、第一のパネル部６Ａと、第二のパネル部６Ｂ
と、連結部材７と、を備えている。
【００２４】
　第一のパネル部６Ａは、一方の辺Ｐ１の壁体４側から他方の辺Ｐ３の壁体４側に向けて
延びるよう設けられている。第二のパネル部６Ｂは、他方の辺Ｐ３の壁体４側から一方の
辺Ｐ１の壁体４側に向けて延びるよう設けられている。これら第一のパネル部６Ａ，６Ｂ
は、それぞれ壁体４から鉛直上方に延びる第一平面部６ｐと、第一平面部６ｐの上端から
湾曲する湾曲部６ｑと、湾曲部６ｑの先端から水平方向に延びる第二平面部６ｒと、を有
している。これら第一のパネル部６Ａ，６Ｂは、それぞれ第二平面部６ｒを間仕切り装置
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１の中心側に向けて設けられている。
　なお、本実施形態では、第一平面部６ｐと第二平面部６ｒとの間には、湾曲部６ｑが設
けられているが、第一平面部６ｐの上端に直接第二平面部６ｒが設けられる構成であって
もよい。
【００２５】
　これら第一のパネル部６Ａの第二平面部６ｒ側の先端部６ｓと、第二のパネル部６Ｂの
第二平面部６ｒ側の先端部６ｓとは、開口部５の幅方向（辺Ｐ１，Ｐ３を結ぶ方向（以下
、この方向を幅方向と適宜称する。））に沿って、間隔を開けて配設されている。
【００２６】
　そして、第一のパネル部６Ａの先端部６ｓと、第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓとの間
には、これらを互いに連結する連結部材７が設けられている。 
　連結部材７は、例えば、第一のパネル部６Ａの先端部６ｓおよび第二のパネル部６Ｂの
先端部６ｓに沿った方向（辺Ｐ１，Ｐ３に沿った方向）に間隔をあけて、１本以上、本実
施形態では例えば２本が設けられている。
【００２７】
　このようにして、上部構造３には、第一のパネル部６Ａの先端部６ｓと、第二のパネル
部６Ｂの先端部６ｓとの間には、上方に向けて開口した矩形状の開口部８が形成されてい
る。
　そして、上部構造３の第一のパネル部６Ａ，第二のパネル部６Ｂは、１枚以上、本実施
形態では２枚のパネル体１１（パネル体１１Ｑ）を並べて接続することによって構成され
ている。
【００２８】
（パネル体）
　次に、上記下部構造２の壁体４、上部構造３の第一のパネル部６Ａ，第二のパネル部６
Ｂを構成するパネル体１１について説明する。
　なお、パネル体１１には、平板状のパネル体１１Ｐ、下部構造２の四隅に配置された湾
曲形状のパネル体１１Ｑ、上部構造３の第一のパネル部６Ａ、第二のパネル部６Ｂに配置
された側面視したときに、中間部で湾曲した略Ｌ字状のパネル体１１Ｒがある。以下にお
けるパネル体１１の構成の説明は、平板状のパネル体１１Ｐを例に挙げて説明を行う。
【００２９】
　図２は、本実施形態におけるパネル体１１の構成を示す斜視展開図である。図３は、パ
ネル体１１の板厚方向中間部における半断面図である。図４は、パネル体１１の端部を示
す上面図である。図５は、パネル体１１の直線部の構造を示す断面図である。図６は、パ
ネル体１１のコーナー部の構造を示す断面図である。
　図２に示すように、間仕切り装置１を構成する各パネル体１１は、パネル基材（基材）
１２と、パネル基材１２の両面に沿って設けられたクッション材（軟性材）１３と、パネ
ル基材１２およびクッション材１３を覆う表皮材１４と、固定部材３０と、を備えている
。
【００３０】
（パネル基材）
　パネル基材１２は、パネル状の芯材１５と、芯材１５の外周部に沿って設けられたフレ
ーム２０と、芯材１５およびフレーム２０の両面を覆うように設けられたベースシート１
８と、を備えている。
【００３１】
　芯材１５は、例えば紙系材料、樹脂系材料、木質系材料等から形成されている。この芯
材１５は、なるべく軽量とするのが好ましい。そこで、本実施形態では、芯材１５は、紙
系材料から形成され、板厚方向に貫通する孔１５ｈが多数並設された、例えば断面六角形
状の孔１５ｈが複数千鳥状に組み合わされたハニカム構造とされている。
【００３２】
（フレーム）



(6) JP 6292823 B2 2018.3.14

10

20

30

40

50

　図２、図３に示すように、この芯材１５の外周部には、フレーム２０が設けられている
。フレーム２０は、芯材１５の四辺に沿って設けられた枠材２１Ａ，２１Ｂ，２１Ｃ，２
１Ｄを備えている。各枠材２１Ａ，２１Ｂ，２１Ｄ，２１Ｄは、金属系材料、樹脂系材料
等から形成されている。
　枠材２１Ａ，２１Ｂは、芯材１５において互いに対向する２辺に沿って上下方向に延在
し、パネル体１１の幅方向両側に設けられている。枠材２１Ｃ，２１Ｄは、枠材２１Ａ，
２１Ｂに直交して横方向に延在し、パネル体１１の上下方向両側に設けられている。これ
ら枠材２１Ａ，２１Ｂと枠材２１Ｃ，２１Ｄとは、Ｌ字状のブラケット２２を介し、ボル
ト２３、あるいは溶接、接着等によって接合されている。これら枠材２１Ａ，２１Ｂ，２
１Ｃ，２１Ｄによって、全体として矩形状をなしたフレーム２０が形成されている。
【００３３】
　図４～図６に示すように、各枠材２１Ａ，２１Ｂ，２１Ｃ，２１Ｄは、フレーム２０の
内周側の芯材１５の外周端面１５ａに対向する基部２１ｅと、基部２１ｅの幅方向両側か
らそれぞれフレーム２０の外周側に向けて立ち上がる側壁部２１ｆと、からなる、断面略
Ｕ字状に形成されている。これにより、基部２１ｅと、両側の側壁部２１ｆ，２１ｆとに
囲まれた部分は、溝２５とされている。
　このようにして、パネル基材１２は、その側端面に沿って連続し、パネル基材１２の内
方に向けて凹んだ溝２５を有している。
【００３４】
　ここで、図３に示すように、Ｌ字状のブラケット２２は、枠材２１Ａまたは２１Ｂに沿
って枠材２１Ａまたは２１Ｂの端部に設けられる第一プレート部２２ａと、第一プレート
部２２ａに直交し、枠材２１Ｃまたは２１Ｄに沿って枠材２１Ｃまたは２１Ｄの端部に設
けられる第二プレート部２２ｂと、第一プレート部２２ａおよび第二プレート部２２ｂに
沿ってＬ字状のブラケット２２の屈曲方向内側に設けられたリブ部２２ｃとが一体に形成
されている。
【００３５】
　Ｌ字状のブラケット２２の第一プレート部２２ａ、第二プレート部２２ｂには、雌ネジ
部２９が形成されている。またブラケット２２の第一プレート部２２ａに沿う枠材２１Ａ
または２１Ｂの基部２１ｅと、第二プレート部２２ｂに沿う枠材２１Ｃまたは２１Ｄの基
部２１ｅには、それぞれ、雌ネジ部２９に対向した位置に、貫通孔２８が形成されている
。
【００３６】
　リブ部２２ｃは、第一プレート部２２ａおよび第二プレート部２２ｂから、第一プレー
ト部２２ａおよび第二プレート部２２ｂに直交して、パネル体１１の内周側に向けて突出
形成されている。このリブ部２２ｃは、第一プレート部２２ａおよび第二プレート部２２
ｂの幅方向両側、つまり、パネル体１１の一面側と他面側とにそれぞれ形成されている。
このリブ部２２ｃは、第一プレート部２２ａおよび第二プレート部２２ｂの曲げ強度を高
める補強部材として機能するだけでなく、芯材１５の角部の押さえ部材としても機能する
ことができる。すなわち、パネル基材１２の一面側と他面側にそれぞれ設けられたリブ部
２２ｃの間に芯材１５が挟み込まれる。パネル基材１２においては、四隅にこのようなブ
ラケット２２が設けられることにより、芯材１５をフレーム２０の内側に保持できるよう
になっている。
【００３７】
　なおここで、図２では、平面板状のパネル体１１Ｐの例を示したが、平面視または側面
視した状態で略Ｌ字状としたパネル体１１Ｑ，１１Ｒの場合には、フレーム２０の上下の
枠材２１Ｃ，２１Ｄ（パネル体１１Ｑの場合）または左右の枠材２１Ａ，２１Ｂ（パネル
体１１Ｒの場合）を湾曲させる。
【００３８】
　図５、図６に示すように、フレーム２０および芯材１５を覆うように、芯材１５の両面
には、シート状のベースシート１８が設けられている。ベースシート１８は、例えばボー
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ル紙等から形成されている。このベースシート１８は、芯材１５よりも外形寸法が大きく
、その外周部１８ａがフレーム２０の表面２０ｆに接着剤等により接着されている。
【００３９】
（クッション材）
　クッション材１３は、パネル基材１２の表面を形成するベースシート１８に沿って設け
られている。クッション材１３は、ベースシート１８を介して、芯材１５の全体を覆うよ
うに設けられている。さらに、クッション材１３は、その外周端部１３ｓが、フレーム２
０を構成する各枠材２１Ａ，２１Ｂ，２１Ｃ，２１Ｄの側壁部２１ｆを覆うように設けら
れている。つまり、クッション材１３は、芯材１５およびフレーム２０を覆うように設け
られている。
　このクッション材１３は、柔軟性および弾性を有した材料、例えば発泡ウレタン材等か
ら形成されている。
【００４０】
　本実施形態において、下部構造２の壁体４を構成するパネル体１１（パネル体１１Ｐ，
１１Ｑ）には、その表面に、複数の長円形状の（凹凸部）凹部１７が形成されている。以
下、凹部１７を形成するための構成について説明する。
　図７は、パネル基材１２の表面に沿って設けられたクッション材１３を示す断面図であ
り、（ａ）は表皮材１４を非装着の状態におけるクッション材１３の断面図、（ｂ）は表
皮材１４を装着した状態におけるクッション材１３の断面図である。
　図２に示すように、クッション材１３には、複数の貫通孔１６が形成されている。貫通
孔１６は、例えば、上下方向を長軸方向とした長円形状とされている。そして、クッショ
ン材１３の外表面１３ｆには、複数の貫通孔１６が、上下方向および上下方向に直交する
横方向に、間隔を空けて配列されている。
【００４１】
　図５、図７に示すように、各貫通孔１６は、クッション材１３においてパネル基材１２
とは反対側を向く外表面１３ｆからパネル基材１２側に対向する対向面１３ｇまで、クッ
ション材１３の厚さ方向に貫通して形成されている。図７（ａ）に示すように、各貫通孔
１６は、その内周面１６ｆが外表面１３ｆと直交して形成されている。これにより、貫通
孔１６の周縁に角部１６ｖが形成されている。
　このような貫通孔１６が形成されたクッション材１３をパネル基材１２の表面に設ける
ことで、パネル基材１２の表面に角部１６ｖを有する凹凸形状が形成される。
【００４２】
（表皮材）
　図５、図７に示すように、表皮材１４は、クッション材１３の全体を覆うよう設けられ
ている。表皮材１４は、クッション材１３の外表面１３ｆと、貫通孔１６において外表面
１３ｆに直交する内周面１６ｆと、貫通孔１６の底部に露出するベースシート１８の露出
面１８ｆとに沿うよう、接着されている。このようにして、表皮材１４が、クッション材
１３に形成された複数の貫通孔１６に沿うことで、パネル体１１の表面には、複数の長円
形状の（凹凸部）凹部１７が形成されている。そして、各凹部１７において、表皮材１４
は、貫通孔１６を通して、パネル基材１２の表面を形成するベースシート１８に接着され
ている。
　ここで、表皮材１４は、例えばポリエステル等、弾性変形可能な材質で形成され、伸長
した状態でクッション材１３及びパネル基材１２を覆っている。クッション材１３は、外
表面１３ｆ側の貫通孔１６の周縁において外方に向けて凸となる角部１６ｖが、表皮材１
４によって内方に向けて押圧される。これにより、クッション材１３は、角部１６ｖにお
いて圧縮方向に弾性変形し、貫通孔１６の角部１６ｖは、円弧状断面とされている。
【００４３】
　また、図５、図６に示すように、クッション材１３および表皮材１４は、パネル基材１
２よりも大きな外形寸法を有している。そして、クッション材１３および表皮材１４は、
その外周端部１３ｅ，１４ｅが、パネル基材１２の外周縁部、つまり各枠材２１Ａ，２１
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Ｂ，２１Ｃ，２１Ｄの側壁部２１ｆを回り込んで、溝２５内側に巻き込まれている。この
クッション材１３および表皮材１４の外周端部１３ｅ，１４ｅが、各枠材２１Ａ，２１Ｂ
，２１Ｃ，２１Ｄの側壁部２１ｆを回り込む部分で、クッション材１３が表皮材１４によ
って圧縮される。これにより、パネル体１１は、外周端部１１ｓに向かうにしたがって、
その厚みが漸次小さくするように形成されている。また、パネル体１１は、外周端部１１
ｓにおいてクッション材１３および表皮材１４が各枠材２１Ａ，２１Ｂ，２１Ｃ，２１Ｄ
の側壁部２１ｆを回り込む部分で、丸く円弧状に形成されている。
　これらクッション材１３及び表皮材１４が、表皮構造を構成している。
【００４４】
（固定部材）
　固定部材３０は、溝２５に嵌め込まれている。固定部材３０は、溝２５内側に巻き込ま
れたクッション材１３および表皮材１４の外周端部１３ｅ，１４ｅを、溝２５の内周面と
固定部材３０の外周面との間に挟み込んでいる。これにより、クッション材１３および表
皮材１４の外周端部１３ｅ，１４ｅをフレーム２０の側壁部２１ｆに固定している。
【００４５】
　ここで、図２に示すように、固定部材３０は、矩形状のパネル基材１２の外周部の直線
部分１２Ｓに配置される直線部固定部材３０Ｓと、矩形状のパネル基材１２の外周部のコ
ーナー部１２Ｃに配置されるコーナー部固定部材３０Ｃと、を備えている。
【００４６】
　図５に示すように、直線部固定部材３０Ｓは、直線部固定部材３０Ｓが連続する方向に
直交する断面形状が、互いに平行に位置する側部プレート部３１，３１と、側部プレート
部３１，３１どうしを一体に連結する連結プレート部３２と、を備えている。
【００４７】
　側部プレート部３１，３１は、フレーム２０の溝２５を形成する側壁部２１ｆとの間に
、クッション材１３および表皮材１４の外周端部１３ｅ，１４ｅを挟み込む。このため、
側部プレート部３１，３１の間隔は、溝２５の側壁部２１ｆ，２１ｆの間隔よりも所定寸
法小さく形成されている。これら側部プレート部３１，３１は、直線部固定部材３０Ｓを
溝２５内に嵌め込んだときに、先端部３１ａ，３１ａが溝２５の基部２１ｅに突き当たる
よう形成されている。
【００４８】
　連結プレート部３２は、側部プレート部３１，３１の先端部３１ａ，３１ａよりも、溝
２５の基部２１ｅから離間する方向にオフセットして形成されている。これにより、直線
部固定部材３０Ｓは、側部プレート部３１，３１と連結プレート部３２とにより、断面略
Ｈ字状をなしている。そして、直線部固定部材３０Ｓは、溝２５内に嵌め込んだ状態で、
側部プレート部３１，３１の先端部３１ａ，３１ａ側と、連結プレート部３２と、溝２５
の基部２１ｅとに囲まれた部分に、空間Ｓ１が形成されるようになっている。この空間Ｓ
１は、溝２５内に巻き込まれたクッション材１３および表皮材１４の外周端部１３ｅ，１
４ｅの余剰部、すなわち外周端部１３ｅ，１４ｅのうちフレーム２０の基部２１ｅに突き
当たった部分よりも先端部分（不図示）を収容できる収容空間として機能する。
【００４９】
　また、側部プレート部３１，３１において、溝２５の側壁部２１ｆ，２１ｆに対向する
側には、突起３３，３３が形成されている。この突起３３，３３は、側部プレート部３１
，３１と側壁部２１ｆ，２１ｆとの間に挟み込まれたクッション材１３および表皮材１４
の外周端部１３ｅ，１４ｅに食い込むようになっている。これにより、直線部固定部材３
０Ｓは、クッション材１３および表皮材１４が溝２５から抜け出ることを防止している。
【００５０】
　さらに、側部プレート部３１，３１において、連結プレート部３２よりも溝２５の基部
２１ｅから離間する側には、側部プレート部３１，３１から内方に向けて突出する突条３
４，３４が形成されている。そして、これら突条３４，３４と、側部プレート部３１，３
１と、連結プレート部３２とに囲まれて、オプション部材取付部として保持溝３５が形成
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されている。
【００５１】
　図３に示すように、下部構造２の壁体４を構成するパネル体１１（パネル体１１Ｐ，１
１Ｑ）の上部のコーナー部１２Ｃに配置されるコーナー部固定部材３０Ｃは、上下方向に
延びる第一直線状部３８Ａと、第一直線状部３８Ａの上端から屈曲して横方向に延びる第
二直線状部３８Ｂとから、略Ｌ字状に形成されている。
　第一直線状部３８Ａは、上下方向に延びる枠材２１Ａまたは枠材２１Ｂの上端部におい
て溝２５内に嵌め込まれる。第二直線状部３８Ｂは、第一直線状部３８Ａの一端から連続
して形成され、横方向に延びる枠材２１Ｃまたは枠材２１Ｄの両端部において溝２５内に
嵌め込まれる。
【００５２】
　図６に示すように、第一直線状部３８Ａ、第二直線状部３８Ｂは、それぞれが連続する
方向に直交する断面形状が、互いに平行に位置する側部プレート部３６，３６と、側部プ
レート部３６，３６どうしを一体に連結する連結プレート部３７と、を備えている。
【００５３】
　側部プレート部３６，３６は、フレーム２０の溝２５を形成する側壁部２１ｆ，２１ｆ
との間に、クッション材１３および表皮材１４の外周端部１３ｅ，１４ｅを挟み込む。こ
のため、側部プレート部３６，３６の間隔は、溝２５の側壁部２１ｆ，２１ｆの間隔より
も所定寸法小さく形成されている。これら側部プレート部３６，３６は、コーナー部固定
部材３０Ｃを溝２５内に嵌め込んだときに、先端部３６ａ，３６ａが溝２５の基部２１ｅ
に突き当たるよう形成されている。
　ここで、側部プレート部３６，３６において、溝２５の側壁部２１ｆ，２１ｆに対向す
る側に、凸部３６ｔ，３６ｔが形成されている。この凸部３６ｔ，３６ｔは、側部プレー
ト部３１，３１と側壁部２１ｆ，２１ｆとの間にクッション材１３および表皮材１４の外
周端部１３ｅ，１４ｅを挟み込むようになっている。
【００５４】
　連結プレート部３７は、側部プレート部３６，３６の先端部３６ａ，３６ａよりも、溝
２５の基部２１ｅから離間する方向にオフセットして形成されている。これにより、コー
ナー部固定部材３０Ｃは、側部プレート部３６，３６と連結プレート部３７により、断面
略Ｈ字状をなしている。そして、直線部固定部材３０Ｓは、溝２５内に嵌め込んだ状態で
、側部プレート部３６，３６の先端部３６ａ，３６ａ側と、連結プレート部３７と、溝２
５の基部２１ｅとに囲まれた部分に、空間Ｓ２が形成されるようになっている。この空間
Ｓ２は、溝２５内に巻き込まれたクッション材１３および表皮材１４の外周端部１３ｅ，
１４ｅの余剰部、すなわち外周端部１３ｅ，１４ｅのうちフレーム２０の基部２１ｅに突
き当たった部分よりも先端部分（不図示）を収容できる収容空間として機能する。なおこ
こで、連結プレート部３７は、直線部固定部材３０Ｓにおける連結プレート部３２よりも
基部２１ｅに近く、空間Ｓ２は、空間Ｓ１よりも小さく形成されている。
【００５５】
　図３に示すように、このようなコーナー部固定部材３０Ｃは、溝２５に対し、コーナー
キャップ４０によって固定されている。コーナーキャップ４０は、第一直線状部４１Ａと
、第一直線状部４１Ａの一端に連続し、第一直線状部４１Ａに直交して延びる第二直線状
部４１Ｂとからなる略Ｌ字状をなしている。図６に示すように、これら第一直線状部４１
Ａ,第二直線状部４１Ｂは、コーナー部固定部材３０Ｃの第一直線状部３８Ａ，第二直線
状部３８Ｂに対し、側部プレート部３６，３６との間に挿入され、連結プレート部３７に
突き当てられている。
　そして、図３に示すように、第一直線状部４１Ａの下端部には、突起片４３が下方に向
けて突出形成されている。この突起片４３が、直線部固定部材３０Ｓの上端部において、
連結プレート部３２と突条３４との間の保持溝３５（図５参照）に挿入されている。
【００５６】
　また、第二直線状部４１Ｂには、ボルト４５を挿入するボルト挿通孔４４が形成されて
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いる。このボルト挿通孔４４に挿通させたボルト４５により、コーナーキャップ４０と、
コーナー部固定部材３０Ｃ、枠材２１Ｃ、ブラケット２２の第二プレート部２２ｂが一体
に締結されている。
【００５７】
（支持脚）
　下部構造２の壁体４を構成するパネル体１１の下部両端部のコーナー部には、それぞれ
、支持脚５０が取付られている。この支持脚５０は、床面に接地することで、パネル体１
１を床面上に立設させる。
　支持脚５０は、パネル基材１２の下部端部１２Ｐで溝２５内に収容される下部支持部５
１と、下部支持部５１の一端から上方に延び、パネル基材１２の側部下端部１２Ｑで溝２
５内に収容される側部支持部５２と、下部支持部５１よりも下方に延びる支持脚部５３と
、を一体に備えている。
【００５８】
　下部支持部５１はフレーム２０の下端部の溝２５の底面を形成する基部２１ｅに突き当
てて固定されている。また、側部支持部５２は、フレーム２０の側端部の溝２５の底面を
形成する基部２１ｅに突き当てて固定されている。
　下部支持部５１および側部支持部５２には、ボルト４８が挿通されるボルト挿通孔５４
が形成されている。このボルト挿通孔５４に挿通されるボルト４８は、雌ネジ部２９およ
び貫通孔２８にねじ込まれるようになっている。これにより、支持脚５０が、パネル体１
１に固定される。
【００５９】
　支持脚部５３は、下部支持部５１よりも下方に延び、その下端部に、高さ調整ネジ４９
がねじ込み可能とされている。
【００６０】
（パネル体下部における連結）
　図８は、下部構造２の壁体４を構成するパネル体１１の下部の角部に設けられた支持脚
５０における連結構造の一例を示す斜視図である。図９は、パネル体１１，１１どうしの
下部における連結構造を示す断面図である。
　図８、図９に示すように、下部構造２の壁体４において、互いに隣接するパネル体１１
，１１どうしは、下部どうしが以下のようにして連結されている。
　支持脚５０には、オプション部材として、隣接して配置される他のパネル体１１と連結
するための連結部材５５の一端が係止可能とされている。このため、支持脚５０には、下
部支持部５１よりも下方に膨出した膨出部５６が一体に形成されている。
【００６１】
　そして、この膨出部５６には、パネル体１１の厚さ方向に沿った支持脚５０の中間部に
、プレート状の連結部材５５の一端が挿入可能なスリット５７が形成されている。スリッ
ト５７は、膨出部５６において他方のパネル体１１に隣接する側の側面５６ａおよび下面
５６ｂに開口している。
　図９に示すように、スリット５７の上部には、後述する連結部材５５の突起部５８Ａが
挿入される挿入凹部５７ａが、上方に向けて凹んで形成されている。そして、スリット５
７の上部において、膨出部５６の側面５６ａ側には、挿入凹部５７ａに隣接して、下方に
向けて突出する突起部５７ｂが形成されている。
【００６２】
　また、膨出部５６には、スリット５７内に挿入された連結部材５５を係止するための、
係止孔５６ｈが、パネル体１１の厚さ方向に沿って貫通形成されている。
【００６３】
　連結部材５５は、両端部にそれぞれ貫通孔５５ｈが形成されている。また、連結部材５
５の両端部には、それぞれ、上方に向けて突出する突起部５８Ａが形成されている。また
、連結部材５５には、両端部の突起部５８Ａ，５８Ａの間に、上方に向けて突出する中央
突起部５８Ｂが形成されている。そして、中央突起部５８Ｂと、その両側の突起部５８Ａ
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との間には、下方に向けて凹となる係合凹部５８Ｃが形成されている。
【００６４】
　突起部５７ｂおよび係合凹部５８Ｃは、膨出部５６の側面５６ａ側、中央突起部５８Ｂ
側が、上下方向に延在する鉛直面５７ｆ、５８ｆとされ、その反対側が、上方に行くにし
たがい鉛直面５７ｆ、５８ｆから離間する傾斜面５７ｇ、５８ｇとされている。これによ
り、突起部５７ｂおよび係合凹部５８Ｃは、いずれも下方に行くにしたがいその幅寸法が
漸次小さくなるテーパ状をなしている。
　この係合凹部５８Ｃに、スリット５７の突起部５７ｂが嵌め込まれることで、連結部材
５５と支持脚５０とを、パネル体１１，１１が隣り合う方向において、容易に位置決めで
きるようになっている。
【００６５】
　互いに隣接するパネル体１１，１１どうしを連結するには、貫通孔５５ｈが形成された
連結部材５５の両端部を、支持脚５０のスリット５７に挿入する。連結部材５５の両端部
の係合凹部５８Ｃに、それぞれ、両側のパネル体１１に設けられた支持脚５０の突起部５
７ｂを嵌め込む。ここで、突起部５７ｂおよび係合凹部５８Ｃは、いずれも下方に行くに
したがいその幅寸法が漸次小さくなるテーパ状をなしている。したがって、係合凹部５８
Ｃに突起部５７ｂが挿入されることで、連結部材５５と支持脚５０とが、パネル体１１，
１１が隣り合う方向において互いに位置決めされる。これにより、連結部材５５に形成さ
れた両端部の貫通孔５５ｈと、支持脚５０の係止孔５６ｈとが連通する。そこで、これら
貫通孔５５ｈ及び係止孔５６ｈに連結ボルト５９を挿通・締結させる。これにより、連結
部材５５によって、パネル体１１，１１どうしが下端部で連結される。
【００６６】
（パネル体上部における連結）
　図１０は、下部構造２の壁体４を構成するパネル体１１，１１どうしの上部における連
結構造の一例を示す斜視図である。
　この図１０に示すように、下部構造２の壁体４において、互いに隣接するパネル体１１
，１１どうしは、それぞれの上端部どうしを、上部連結部材６１によって連結することが
できる。
　この上部連結部材６１は、コーナーキャップ４０に代えて、コーナー部固定部材３０Ｃ
に取り付けられる。上部連結部材６１の両端部６１ａ，６１ａには、ボルト挿通孔６２が
形成されている。
　また、上部連結部材６１の中間部６１ｂの下面側には、互いに隣接するパネル体１１，
１１の上部に配置されたコーナー部固定部材３０Ｃ．３０Ｃの間隔を規制する間隔規制部
６３が下方に向けて突出形成されている。間隔規制部６３が、互いに隣接するパネル体１
１，１１の上部に配置されたコーナー部固定部材３０Ｃ．３０Ｃの間に挿入されることで
、パネル体１１，１１どうしの間隔を規制することができる。
　このような上部連結部材６１によって、互いに隣接するパネル体１１，１１の上端部ど
うしを連結するには、以下のようにする。
　まず、上部連結部材６１を、互いに隣接するパネル体１１，１１の上部に配置されたコ
ーナー部固定部材３０Ｃ．３０Ｃ上に載せる。このとき、上部連結部材６１の両端部６１
ａ，６１ａの下面が、コーナー部固定部材３０Ｃの第二直線状部３８Ｂに対し、側部プレ
ート部３６，３６との間に挿入され、連結プレート部３７に突き当てられている。そして
、間隔規制部６３が、互いに隣接するパネル体１１，１１の上部に配置されたコーナー部
固定部材３０Ｃ．３０Ｃの間に挿入されることで、パネル体１１，１１どうしの間隔を規
制することができる。より具体的には、間隔規制部６３の両側面６３ａ，６３ａに、コー
ナー部固定部材３０Ｃの第一直線状部３８Ａの連結プレート部３７を突き当てることで、
パネル体１１，１１どうしの間隔を適正に位置決めできる。この状態で、ボルト挿通孔６
２に挿通させたボルト６４を、貫通孔２８を通して雌ネジ部２９に締結させることにより
、上部連結部材６１と、コーナー部固定部材３０Ｃ、枠材２１Ｃ（図３参照）、ブラケッ
ト２２の第二プレート部２２ｂ（図３参照）を一体に固定する。これによって、互いに隣
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接するパネル体１１，１１の上端部どうしが連結される。
【００６７】
（パネル体どうしの上下方向の連結）
　図１１は、下部構造２の壁体４を構成するパネル体１１（パネル体１１Ｐ，１１Ｑ）と
、上部構造３の第一のパネル部６Ａ，第二のパネル部６Ｂを構成するパネル体１１（パネ
ル体１１Ｒ）とを、上下方向に連結する構造を示す立断面図である。
　図１１に示すように、下部構造２の壁体４を構成するパネル体１１の上端部の上方に、
上部構造３の第一のパネル部６Ａまたは第二のパネル部６Ｂを構成するパネル体１１を連
結する場合、上下方向連結部材６６を設ける。
【００６８】
　上下方向連結部材６６は、下部構造２のパネル体１１の上部両端部に設けられたコーナ
ー部固定部材３０Ｃの第一直線状部３８Ａの連結プレート部３７と、上部構造３のパネル
体１１の下部両端部に設けられたコーナー部固定部材３０Ｃの第一直線状部３８Ａの連結
プレート部３７とに沿う両端部６６ａ，６６ａを備えている。両端部６６ａ，６６ａには
、ボルト挿通孔６２が形成されている。ボルト挿通孔６２に挿通させたボルト６４を、貫
通孔２８を通して雌ネジ部２９に締結させることにより、上下方向連結部材６６と、コー
ナー部固定部材３０Ｃ、枠材２１Ｃ、ブラケット２２を一体に固定する。
【００６９】
　また、上下方向連結部材６６の中間部６６ｂには、互いに上下に位置するパネル体１１
，１１のコーナー部固定部材３０Ｃ．３０Ｃの間隔を規制する間隔規制部６７が側方に向
けて突出形成されている。間隔規制部６７が、互いに上下に位置するパネル体１１，１１
の上部に配置されたコーナー部固定部材３０Ｃ．３０Ｃの第二直線状部３８Ｂ、３８Ｂの
間に挿入され、両側面６３ａ，６３ａに、コーナー部固定部材３０Ｃの第一直線状部３８
Ａの連結プレート部３７を突き当てることで、パネル体１１，１１どうしの上下方向の間
隔を規制することができる。
【００７０】
　図１１に示した構成においては、下部構造２のパネル体１１には、隣接して他のパネル
体１１が隣接配置されている。
　このため、上下方向連結部材６６は、隣接する他のパネル体１１のコーナー部固定部材
３０Ｃの第二直線状部３８Ｂの連結プレート部３７に沿う端部６６ｃと、互いに隣接する
パネル体１１，１１どうしの間隔を規制する間隔規制部６３とが、さらに一体に形成され
ている。間隔規制部６３が、互いに隣接するパネル体１１，１１の上部に配置されたコー
ナー部固定部材３０Ｃ．３０Ｃの間に挿入される。そして、間隔規制部６３の側面６３ａ
が隣接する他のパネル体１１の第一直線状部３８Ａの連結プレート部３７に突き当たるこ
とで、パネル体１１，１１どうしの間隔を規制することができる。
【００７１】
　図１２は、間仕切り装置１の下部構造２と上部構造３の連結部、および上部構造３を構
成するパネル体１１と連結部材７との連結部を示す断面図である。図１３は、下部構造２
と上部構造３の連結部の拡大断面図である。
　図１２、図１３に示すように、下部構造２のパネル体１１と、上部構造３のパネル体１
１とが、直線部分１２Ｓどうしで上下に対向する部分においては、チャンネル材３００に
よって下部構造２のパネル体１１と、上部構造３のパネル体１１とが連結されている。
　図１３に示すように、チャンネル材３００は、例えば断面Ｃ字状で、上下に対向するパ
ネル体１１，１１同士の連結部分において、互いに対向する直線部固定部材３０Ｓ、３０
Ｓの側部プレート部３１，３１と、連結プレート部３２とに、囲まれた部分に嵌め込まれ
ている。
【００７２】
（連結部材の連結構造）
　図１４は、パネル体１１と連結部材７との連結部を示す側断面図、図１５は、図１４の
平面図、図１６は、図１４のＸ－Ｘ矢視断面図である。図１７は、連結部材７のパネル体
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１１への連結部における部品構成を示す斜視展開図である。
　図１に示したように、上部構造３において、前記したように、２本の連結部材７が、第
一のパネル部６Ａの先端部６ｓおよび第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓの両端部にそれぞ
れ接続されている。連結部材７は、第一のパネル部６Ａの先端部６ｓと、第二のパネル部
６Ｂの先端部６ｓとを結ぶ方向に延在する、例えば断面Ｃ字状の棒状の材料、いわゆるチ
ャンネル材から形成されている。
【００７３】
　図１２、図１４、図１５に示すように、連結部材７と、第一のパネル部６Ａの先端部６
ｓ、第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓの両端部は、接続部材７０を介して連結されている
。
　図１４～図１７に示すように、接続部材７０は、第一のパネル部６Ａ、第二のパネル部
６Ｂを構成するパネル体１１のパネル基材１２において、先端部６ｓで辺Ｐ１，Ｐ３に沿
った溝２５内に収容される第一支持部７１と、第一支持部７１の一端から直交して延び、
パネル基材１２において先端部６ｓに隣接する側端部６ｔで辺Ｐ２，Ｐ４に沿った溝２５
内に収容される第二支持部７２と、第一支持部７１から第二支持部７２とは反対側に延び
る挿入ブロック部７３と、を一体に備えている。
【００７４】
　第一支持部７１、第二支持部７２は、それぞれ、コーナー部固定部材３０Ｃの連結プレ
ート部３７に突き当てて固定されている。
　第一支持部７１および第二支持部７２には、ボルト７４が挿通されるボルト挿通孔７５
が形成されている。このボルト挿通孔７５に挿通されるボルト７４は、雌ネジ部２９およ
び貫通孔２８にねじ込まれるようになっている。これにより、接続部材７０が、第一のパ
ネル部６Ａの先端部６ｓおよび第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓの両端部において、それ
ぞれ、パネル体１１に固定される。
【００７５】
　挿入ブロック部７３は、例えば断面Ｃ字状をなした連結部材７内に挿入される。挿入ブ
ロック部７３は、その高さ寸法が、連結部材７の内周面の高さ寸法とほぼ等しくされてい
る。また、挿入ブロック部７３は、その幅寸法Ｗ１が、連結部材７の内周面の幅寸法Ｗ２
よりも小さく設定されている。そして、挿入ブロック部７３の上下面には、それぞれ雌ネ
ジ孔７６が形成されている。
　一方、連結部材７の上下面には、ボルト挿通孔７７が形成されている。挿入ブロック部
７３を連結部材７内に挿入し、雌ネジ孔７６とボルト挿通孔７７とが連通するように挿入
ブロック部７３と連結部材７とが位置合わせされた状態で、ボルト７８がボルト挿通孔７
７を通して雌ネジ孔７６にねじ込まれるようになっている。これにより、接続部材７０が
連結部材７の端部に連結される。
【００７６】
　連結部材７には、これを覆うカバー部材８０が装着可能とされている。カバー部材８０
は、断面略Ｕ字状で、互いに平行な平面部８０ａ，８０ｂと、これら平面部８０ａ，８０
ｂどうしを一端側で一体に連結する連結部８０ｃと、が一体に形成されている。このカバ
ー部材８０は、柔軟性および弾性を有した樹脂材料等により形成されている。
　そして、カバー部材８０は、上下の平面部８０ａ，８０ｂにより、連結部材７を上下か
ら挟み込むことによって、連結部材７に装着される。このとき、カバー部材８０は、連結
部８０ｃを間仕切り装置１の外方に向けて装着される。
　カバー部材８０の上下の平面部８０ａ，８０ｂには、前記のボルト７８が挿通される挿
通孔８１が形成されている。これにより、カバー部材８０は、ボルト７８によって、連結
部材７および挿入ブロック部７３に共締めされている。
【００７７】
　ここで、前記したように、挿入ブロック部７３は、その高さ寸法が、連結部材７の内周
面の高さ寸法とほぼ等しい。したがって、連結部材７に対して挿入ブロック７３は、上下
方向において嵌め合わされている。第一のパネル部６Ａ、第二のパネル部６Ｂは、壁体４



(14) JP 6292823 B2 2018.3.14

10

20

30

40

50

側から張り出した片持ち状であるために、組立段階で、先端部６ｓが垂れ下がってしまう
可能性がある。そこで、先端部６ｓに接続部材７０を取り付け、挿入ブロック７３を連結
部材７内に挿入することで、第一のパネル部６Ａ、第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓ，６
ｓの垂れ下がりを矯正した状態に維持することができる。
　一方、挿入ブロック部７３は、その幅寸法Ｗ１が、連結部材７の内周面の幅寸法Ｗ２よ
りも小さく設定されている。しかも、連結部材７と挿入ブロック部７３は、上下に同軸に
配置されたボルト７８，７８によって締結されている。これによって、平面視した状態で
、連結部材７内で、挿入ブロック７３の向き、つまり連結部材７の軸方向に対する挿入ブ
ロック７３の軸方向を、水平面内でボルト７８の軸周りに傾けて連結することができる。
組立段階で、第一のパネル部６Ａの先端部６ｓに取り付けた連結部材７の挿入ブロック７
３と、第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓに取り付けた連結部材７の挿入ブロック７３とが
、辺Ｐ１，Ｐ３に沿った方向で互いにずれてしまう可能性がある。ずれが生じた場合、連
結部材７の両端部の挿入ブロック部７３，７３の軸方向に対して、連結部材７を水平面内
で傾けて斜めに連結することで、前記のずれを吸収することができる。
【００７８】
（オプション部材の取付構造）
　上記したような間仕切り装置１においては、例えば、第一のパネル部６Ａの先端部６ｓ
や第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓに、各種のオプション部材２００を装着することがで
きる。
　これには、図５に示したように、パネル体１１の溝２５に設けられた直線部固定部材３
０Ｓの保持溝３５内に、雌ネジ部材９０を設ける。そして、例えば照明装置等のオプショ
ン部材を、不図示のボルトを突条３４，３４間に挿通させて雌ネジ部材９０に締結させる
。
　また、上記と同様の構成により、第一のパネル部６Ａや第二のパネル部６Ｂの側端部６
ｔにも、適宜のオプション部材を装着することができる。
【００７９】
　さらに、下部構造２のパネル体１１と、上部構造３のパネル体１１との連結部分にも、
各種のオプション部材を装着することができる。
　これには、図１３に示すように、下部構造２のパネル体１１と、上部構造３のパネル体
１１との連結部分に設けたチャンネル材３００に、上下のパネル体１１，１１から外方に
向けて延びるアーム３０１を設ける。このアーム３０１に、各種のオプション部材を取り
付けることができる。
【００８０】
　また、下部構造２のパネル体１１と、上部構造３のパネル体１１との連結部分には、例
えば以下のようにして照明装置を取り付けることができる。
　図１８は、下部構造２のパネル体１１と、上部構造３のパネル体１１との連結部分に照
明装置を取り付けた例を示す斜視図である。図１９は、下部構造２のパネル体１１と、上
部構造３のパネル体１１との連結部分における照明装置の取付構造を示す断面図である。
図２０は、図１９の要部拡大断面図である。図２１は、下部構造２のパネル体１１と、上
部構造３のパネル体１１との連結部分における照明装置の配線構造を示す断面図である。
【００８１】
　図１８に示すように、下部構造２のパネル体１１と、上部構造３のパネル体１１との連
結部分に、下部構造２のパネル体１１の上端部に沿って水平方向に延びる照明装置３１０
が取り付けられている。
　図１９、図２０に示すように、照明装置３１０は、下部構造２のパネル体１１と、上部
構造３のパネル体１１との連結部分に、ブラケット（オプション部材）３２０を介して取
り付けられている。
【００８２】
　図１８に示すように、ブラケット３２０は、照明装置３１０の長手方向両端部にそれぞ
れ配置されている。
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　図２０に示すように、ブラケット３２０は、下部構造２のパネル体１１と、上部構造３
のパネル体１１との連結部分において、下部構造２のパネル体１１の上端部に固定され、
下部構造２のパネル体１１と上部構造３のパネル体１１との間から、空間Ｓの内方に向け
て突出して設けられている。
　ブラケット３２０の基端部３２０Ｆは、パネル基材１２の上端部の溝（ブラケット支持
溝）２５に設けられた直線部固定部材３０Ｓの連結プレート部３２に突き当たる係止部３
２０ａと、係止部３２０ａの端部から屈曲し直線部固定部材３０Ｓの側部プレート部３１
に沿って延びる側壁部３２０ｂと、側壁部３２０ｂの端部から屈曲し、パネル体１１の外
周端部１３ｓに沿って延びる外壁部３２０ｃと、を備えている。係止部３２０ａには、不
図示の貫通孔が形成されている。
　このブラケット３２０の基端部３２０Ｆは、貫通孔（不図示）にボルト３４０を挿通さ
せ、その先端部を、直線部固定部材３０Ｓの保持溝３５内に設けられた雌ネジ部材３４１
にねじ込むことによって、溝２５内に固定されている。
【００８３】
　さらに、ブラケット３２０は、外壁部３２０ｃの端部から、パネル体１１から空間Ｓの
内方に向けて離間するにしたがい、斜め下方に傾斜した傾斜部３２１が形成されている。
傾斜部３２１の中間部には切欠き部３２２が形成され、この切欠き部３２２と傾斜部３２
１の先端部３２１ｂとの間に、照明装置支持部３２３が形成されている。照明装置支持部
３２３は、傾斜部３２１の一部を形成し、斜め下方に傾斜している。この照明装置支持部
３２３は、照明装置３１０の長手方向に所定長連続して略長方形状をなしている。
　また、傾斜部３２１の下側には、照明装置支持部３２３を補強するため、照明装置支持
部３２３に直交する補強リブ３２０ｄが、一体に形成されている。
【００８４】
　照明装置３１０は、照明装置本体３１１と、照明装置本体３１１を覆うカバー３１２と
、を備えている。
　照明装置本体３１１は、下部構造２のパネル体１１の上端部に沿って水平方向に延びる
よう設けられている。照明装置本体３１１は、ＬＥＤ（Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　
Ｄｉｏｄｅ）等の不図示の点状光源を、照明装置本体３１１の長手方向、つまり、下部構
造２のパネル体１１の上端部に沿った水平方向に複数列設させて備えている。
　カバー３１２は、全体として円筒状をなしており、その上面が平坦部３１２ａとされて
いる。この平坦部３１２ａには、上方に向けて開口した開口部３１３が形成されている。
カバー３１２の底部には、照明装置本体３１１を固定する固定面３１４が形成されている
。固定面３１４は、平坦部３１２ａに対して傾斜している。カバー３１２の外周面には、
固定面３１４に対向した位置に、両端部に係止爪３１５ａ，３１５ａを有した係止溝３１
５が、照明装置３１０の長手方向に連続して形成されている。
【００８５】
　このような照明装置３１０は、その両端部において、係止溝３１５に対し、ブラケット
３２０の照明装置支持部３２３が、照明装置３１０の長手方向に沿って挿入されることで
支持されている。この状態で、照明装置支持部３２３が係止溝３１５の底面に対向し、照
明装置支持部３２３の両端部が係止爪３１５ａ，３１５ａによって抱え込まれるようにし
て保持されている。そして、照明装置支持部３２３に形成された不図示の雌ネジ孔にビス
がねじ込まれ、ビスの先端部が係止溝３１５の底面に突き当てられている。これによって
、ブラケット３２０の照明装置支持部３２３が照明装置３１０の係止溝３１５から抜けな
いよう固定されている。
　このようにして、照明装置３１０は、照明装置支持部３２３によって、照明装置３１０
の軸周りの角度が位置決めされて支持されている。
　図１９に示すように、このようにしてブラケット３２０に支持された状態で、照明装置
３１０は、照明装置本体３１１が、上方、かつ空間Ｓの幅方向中央側（第一のパネル部６
Ａの先端部６ｓ側）に向けて照明光を発するようになっている。また、開口部３１３（平
坦部３１２ａ）は、鉛直上方を向くようになっている。
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【００８６】
　図２１に示すように、照明装置本体３１１の不図示の回路基板に一端が接続された配線
３１６は、ブラケット３２０に沿って、上下に対向するパネル体１１，１１同士の連結部
分の溝２５，２５間に導入されている。そして、図１８に示すように、配線３１６は、下
部構造２の壁体４を構成するパネル体１１の上端面の溝（収容溝）２５から、このパネル
体１１の側端面の溝（収容溝）２５を通して、下方に配索されている。そして、配線３１
６は、パネル体１１の外部に導出され、直流・交流コンバータ３３１を介して、商用電源
に接続されている。
【００８７】
　図１９に示すように、このような構成の照明装置３１０においては、照明装置本体３１
１で発光された照明光Ｗは、斜め上方に向けて照射される。その照明光Ｗは、上部構造３
を構成する第一のパネル部６Ａ，第二のパネル部６Ｂにおいて空間Ｓに面した側の天井面
Ｔに照射される。
　これにより、空間Ｓにおいては、第一のパネル部６Ａ、第二のパネル部６Ｂの湾曲部６
ｑ、第二平面部６ｒからなる、間仕切り装置１内の空間Ｓの上方を覆う天井面Ｔが明るく
照らされ、いわゆる間接照明による照明光Ｗを得ることができる。
　したがって、上部構造３において、少なくとも照明光Ｗが照射される部分は、なるべく
明るい色彩、淡い色彩とするのが好ましい。空間Ｓ内を効果的に照明することができる。
【００８８】
　上述した間仕切り装置１は、上部構造３を構成する一方の側の第一のパネル部６Ａの先
端部６ｓと他方の側の第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓとが、互いに対向する対向する壁
体４どうしを結ぶ方向に沿って間隔をあけて設けられている。これにより、上部構造３に
おいて、第一のパネル部６Ａと第二のパネル部６Ｂとの間に開口部８が形成される。これ
により、間仕切り装置１内の空間Ｓの独立性を高めつつ、開放感を確保することができる
。
　そして、この開口部８を通して光や風が透過するので、間仕切り装置１の上方からの光
や風等を遮るのを抑えることができる。したがって、間仕切り装置１を室内に設置した場
合であっても、間仕切り装置１内の空間Ｓの照度不足を防ぎ、空気調和を効率的に行うこ
とができる。
　また、第一のパネル部６Ａ、第二のパネル部６Ｂが湾曲部６ｑを備えるため、湾曲部６
ｑを備えずに第一平面部６ｐの上端に直接第二平面部６ｒが設けられる構成に比較し、空
間Ｓを圧迫感の少ない柔らかい印象とすることができる。
【００８９】
　また、第一のパネル部６Ａの先端部６ｓと第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓは、連結部
材７により連結されているので、第一のパネル部６Ａと第二のパネル部６Ｂを一体化し、
上部構造３の強度を確保することができる。
【００９０】
　さらに、第一のパネル部６Ａの先端部６ｓと第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓとを複数
本の連結部材７で連結することにより、第一のパネル部６Ａと第二の連結パネル部の連結
強度をさらに高めることができる。
【００９１】
　加えて、第一のパネル部６Ａおよび第二のパネル部６Ｂは、パネル基材１２と、パネル
基材１２の側端面に沿って溝２５を備えている。このように、オプション部材を取り付け
るための溝２５が、パネル基材１２の表面ではなく側端面に形成されているため、オプシ
ョン部材を取り付けるための構造がパネル体１１の表面に露出するのを最小限に抑え、美
観を損なうのを防ぐことができる。
【００９２】
　そして、連結部材７の端部が、溝２５に固定された接続部材７０を介して、パネル基材
１２に連結されている。これにより、接続部材７０の一部が溝２５内に収容され、連結部
材７の接続部分が外部に露出するのを最小限に抑えることができる。
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　また、溝２５が、第一のパネル部６Ａおよび第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓおよび側
端部６ｔに沿って設けられ、溝２５に、オプション部材が取付可能とされている。これに
より、第一のパネル部６Ａ、第二のパネル部６Ｂの先端部６ｓに、様々なオプション部材
を取り付けることができる。
【００９３】
　さらに、上述した間仕切り装置１によれば、パネル体１１において、パネル基材１２お
よびクッション材１３を覆う表皮材１４が、パネル体１１の外周部において、パネル基材
１２の外周縁部を回り込んで溝２５の内側に巻き込まれている。このため、パネル体１１
の外周部は、パネル基材１２が露出することなく、表皮材１４で覆われることになる。
　さらに、表皮材１４は、溝２５内で固定部材３０により固定されるため、固定部材３０
がパネル体１１の外周部に露出するのを抑えることができる。
これにより、パネル体１１の外観を、柔軟な、有機的な印象とすることができる。
【００９４】
　さらに、上述したパネル体１１においては、クッション材１３の外周端部１３ｅが、表
皮材１４とともに、パネル基材１２の外周縁部で溝２５の内側に巻き込まれている。この
ように、表皮材１４だけでなく、表皮材１４によって覆われるクッション材１３も、パネ
ル基材１２の外周縁部を回り込んで溝２５の内側に巻き込まれているので、パネル体１１
の外周部が、より柔軟な印象の外観となる。
【００９５】
　また、下部構造２を構成するパネル体１１において、クッション材１３は、貫通孔１６
によりパネル基材１２の表面に凹凸形状を形成し、表皮材１４は、パネル基材１２および
クッション材１３を覆うことで、凹凸形状に沿うことで凹部１７を形成する。
　このようにして、表皮材１４によって覆われた部分に凹部１７が形成されるので、パネ
ル体１１の意匠性が高まる。
【００９６】
　加えて、クッション材１３は、弾性を有してパネル基材１２の表面に角部１６ｖを有す
る凹凸形状を形成し、表皮材１４は、角部１６ｖを圧縮方向に弾性変形させてクッション
材１３およびパネル基材１２を覆っている。
　これにより、形成された凹部１７は、クッション材１３の角部１６ｖが表皮材１４によ
って圧縮方向に弾性変形している。このため、表皮材１４が角部１６ｖに突き当たった部
分で角部１６ｖの反発力によって押圧される。したがって、凹部１７の形状が維持される
とともに、表皮材１４がクッション材１３の外表面１３ｆに沿った方向で図４（ｂ）中に
矢印Ｔで示す方向に伸長され、表皮材１４が弛むのを抑えることができる。
　このようにして、意匠性に優れたパネル体１１を低コストで提供することが可能となる
。
【００９７】
　また、クッション材１３は、周縁に角部１６ｖを有する貫通孔１６が形成されている。
　これにより、パネル基材１２の表面に凹凸形状を形成することができる。
　クッション材１３の大きさを、パネル基材１２の表面の大きさよりも小さくすれば、ク
ッション材１３の外周縁部の角部１６ｖによって、パネル基材１２の表面に凹凸形状を形
成することができる。この場合、凹凸形状を設計通りに形成するには、クッション材１３
を、パネル基材１２の表面に対して正確に位置決めする必要がある。これに対し、クッシ
ョン材１３自体に、貫通孔１６を形成すると、パネル基材１２表面に沿ってクッション材
１３を配置するのみで、凹凸形状を正確に実現できる。これにより、凹凸形状のデザイン
の自由度が高まる。
【００９８】
　さらに、上述した間仕切り装置１においては、下部構造２の壁体４に、上部構造３にお
いて壁体４上からその上方の第一のパネル部６Ａ側または第二のパネル部６Ｂ側に向けて
延出した部分に向けて、下方から照明光Ｗを照射する照明装置３１０が備えられている。
　これにより、上部構造３において、間仕切り装置１内の空間Ｓの上方を覆う天井面Ｔに
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向けて照明装置３１０から照明光Ｗを照射することができ、空間Ｓ内の明るさを確保する
ことができる。
【００９９】
　しかも、照明装置３１０は、下部構造２を構成する壁体４と、上部構造３を構成する第
一のパネル部６Ａ、第二のパネル部６Ｂとの連結部に設けられたブラケット３２０により
支持されている。そして、ブラケット３２０は、壁体４を構成するパネル体１１の上端面
に形成された溝２５に基端部３２０Ｆ側が固定されている。これにより、ブラケット３２
０が壁体４の表面や壁体４の外部に露出するのを最小限に抑え、美観を向上させることが
できる。
【０１００】
　さらに、壁体４を構成するパネル体１１の上端面および側端面に沿って形成された溝２
５に、照明装置３１０の配線３１６が収容されている。
　これにより、配線３１６が壁体４表面等に露出するのを抑え、美観を向上させることが
できる。しかも、溝２５はパネル体１１の上端面および側端面に沿っているので、間仕切
り装置１の組立段階において、パネル体１１の上端面および側端面に配線３１６を容易に
配索させることができる。
【０１０１】
（その他の実施形態）
　なお、本発明は、図面を参照して説明した上述の実施形態に限定されるものではなく、
その技術的範囲において様々な変形例が考えられる。
　例えば、上記実施形態においては、カバー部材８０と、連結部材７と、挿入ブロック部
７３とを、ボルト７８によって共締めする構成としたが、これに限らない。例えば、連結
部材７と、挿入ブロック部７３をボルトによって横方向に一体に締結し、カバー部材８０
の上下の平面部８０ａ，８０ｂを、別のボルトによって連結部材７に締結してもよい。
【０１０２】
　また、上記実施形態においては、パネル基材１２の外周部の全周にわたって溝２５を形
成するものとしたが、これに限るものではなく、周方向の少なくとも一部に溝２５が形成
されていれば良い
【０１０３】
　また、溝２５内で表皮材１４を固定する固定手段として、固定部材３０を例に挙げたが
、表皮材１４を固定できるのであれば、他のいかなる構成としてもよい。例えば、固定部
材３０の断面形状、構造等については、何ら限定するものではない。さらには、表皮材１
４を、タッカーや接着等によって溝２５内に固定するようにしてもよい。
【０１０４】
　上記実施形態では、軟性材として、弾性を有したクッション材１３を例に挙げたが、軟
性材は、弾性を有さず、少なくとも軟性を有していれば良い。
【０１０５】
　さらに、上記実施形態では、パネル基材１２を、芯材１５、フレーム２０、およびベー
スシート１８から形成したが、これに限るものではない。例えば、単体で所要の強度を確
保できるのであれば、例えば、樹脂材料等からなるパネルをそのままパネル基材１２とし
、その外周部に溝２５を形成するようにしてもよい。また、基材は、例えば、各種什器の
外表面を構成する部材等とすることもできる。これにより、什器の表面に、凹凸部を形成
し、意匠性を高めることが可能となる。
【０１０６】
　また、上記実施形態では、凹凸形状を形成する貫通孔１６は、例えば、上下方向を長軸
方向とした長円形状としたが、長円形以外の、円形、多角形状等、あるいは企業ロゴ等の
他の形状としてもよい。
【０１０７】
　さらに、上記実施形態では、貫通孔１６は、その内周面１６ｆが外表面１３ｆと直交す
ることで、外周縁部に角部１６ｖを形成したが、内周面１６ｆが外表面１３ｆとが傾斜し
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て交差してもよい。
【０１０８】
　加えて、上記実施形態では、クッション材１３および表皮材１４の外周端部１３ｅ，１
４ｅが、パネル基材１２を構成する各枠材２１Ａ，２１Ｂ，２１Ｃ，２１Ｄの側壁部２１
ｆを回り込んで、溝２５内に巻き込まれている。しかし、クッション材１３を、パネル基
材１２の外周寸法よりも小さくして、表皮材１４のみを溝２５内に巻き込むようにしても
よい。
【０１０９】
　さらに、上記実施形態で示したような表皮構造は、パネル基材１２の両面に形成すると
は限らず、パネル基材１２の一面側にのみ形成するようにしてもよい。
【０１１０】
　なお、上記実施形態では、クッション材１３および表皮材１４を備えるようにしたが、
クッション材１３および表皮材１４は必須の構成ではない。
【０１１１】
　また、上記実施形態で示した照明装置３１０は、互いに対向する一対の壁体４のうちの
少なくとも一方に設けられていれば良い。
　さらに、上記間仕切り装置１に限らず、床面上に立設された壁体４を備えた下部構造２
と、下部構造２上に設けられた上部構造３と、を備え、上部構造３は、壁体４上から上方
に向かって延出するとともに壁体４の一方の側に向けて延出するパネル部を備える構成で
あれば、上記したのと同様にして照明装置３１０を設けることが可能である。
　また、照明装置３１０を取り付けるためのブラケット３２０の形状や構造、取付部位は
、いかなる構成としてもよい。例えば、ブラケット３２０は、基端部３２０Ｆを溝２５内
に固定せず、下部構造２の壁体４を構成するパネル体１１の上端面に固定する等してもよ
い。
　さらに、照明装置３１０自体についても、壁体４上から壁体４の一方の側に延出した部
分に向けて、下方から照明光Ｗを照射するのであれば、いかなる構成のものを用いてもよ
い。
　これ以外にも、本発明の主旨を逸脱しない限り、上記実施の形態で挙げた構成を取捨選
択したり、他の構成に適宜変更したりすることが可能である。
【符号の説明】
【０１１２】
１　間仕切り装置
２　下部構造
３　上部構造
４　壁体
６Ａ　第一のパネル部
６Ｂ　第二のパネル部
６ｓ　先端部
６ｔ　側端部
７　連結部材
８　開口部
１１、１１Ｐ、１１Ｑ，１１Ｒ　パネル体
１１ｓ　外周端部
１２　パネル基材（基材）
１３　クッション材（軟性材）
１３ｅ，１４ｅ　外周端部
１３ｖ　角部
１４　表皮材
１５　芯材
１５ａ　外周端面
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１６　貫通孔
１６ｖ　角部
１７　凹部（凹凸部）
１８　ベースシート
２０　フレーム
２５　溝（ブラケット支持溝、収容溝）
７０　接続部材
７１　第一支持部
７２　第二支持部
７３　挿入ブロック部
８０　カバー部材
３００　チャンネル材
３０１　アーム
３１０　照明装置
３１１　照明装置本体
３１２　カバー
３１２ａ　平坦部
３１３　開口部
３１４　固定面
３１５　係止溝
３１５ａ，３１５ａ　係止爪
３１５ｂ　底面
３１６　配線
３２０　ブラケット（オプション部材）
３２０Ｂ　基端部
３２１　傾斜部
３２２　切欠き部
３２３　照明装置支持部
３３１　直流・交流コンバータ
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